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編集方針

　当社は2022年度まで、ジャムコグループのCSR（企業の社会的責任）に対する考え方

や課題への取組みなどを紹介し、お客様、株主・投資家の皆様、取引先、従業員など、各

ステークホルダーとのコミュニケーションをはかることなどを目的に「CSRレポート」を

制作してまいりました。本年度からは、「サステナビリティレポート」に名称変更して、当

社のサステナブル経営への考え方を明示するとともに、特定した「マテリアリティ（重要

課題）」を開示し、脱炭素への取組みについてはESGの分野別に編集しています。

CONTENTS

経営理念

対象期間　

2022年4月1日～ 2023年3月31日を報告対象

期間としています。

参考としたガイドライン

環境省「環境報告2018年版」、GRIスタンダード

※１　 経営基本方針　 
https://www.jamco.co.jp/ja/company/vision.html

※2　 行動指針 
・安全・品質第一。コンプライアンスの徹底。  
・自らの責任を全うする。業務の確実な遂行と、その確認を行い、次工程へわたす。
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将来見通しに関する注意事項

本レポートにはジャムコグループの将来について

の計画や戦略、財務非財務情報に関する予想及

び見通しの記述が含まれています。したがって実

際の業績は、当社の見込みとは異なる可能性の

あることをご承知おきください。

経営基本方針

行動指針

安全方針

品質方針

サステナビリティ
基本方針
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私たちが進む道筋

JAMCO 
Vision 2030

私たちの指針

私たちの目指す姿

JAMCO 
Vision 2030

技術のジャムコは、士魂の気概をもって

一、夢の実現にむけて挑戦しつづけます。

一、お客様の喜びと社員の幸せを求めていきます。

一、自然との共生をはかり、豊かな社会づくりに貢献します。
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1996年	 	ドイツDASA社から垂直尾翼用
スティフナーを受注

2002年	 	エアバス社からA380アッパー
フロアービーム用ADP（炭素繊
維構造部材）を受注
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1955 年～ 1974 年

飛躍への基盤づくり

ジャムコ大空への歩み

ジャムコ 大空へのあゆみ ジャムコグループは、1955 年に創業以来、一貫して航空機関連分野で技術革新を進めてきました。航空機整備、内装品等製造

事業をはじめ、航空機シート製造分野などにおいて高い品質と安全性で乗客の快適な空の旅を支え、近年では気候変動対応・

脱炭素社会への貢献として素材の軽量化に取り組んでいます。そうしたジャムコの原点から現在に至るあゆみをご覧ください。

1975 年～ 1994 年

世界へ羽ばたく
1995 年～ 2014 年

独自技術で世界 No.1 へ
2015 年～現在

社会を快適・安全につなぐ

経
営
と
成
長

技
術
の
変
遷

1955年（昭和30年9月） 伊藤忠航空整備株式会社創立
調布飛行場に格納庫を建設して操業
開始

1958年（昭和33年3月） 調布に機械工場、事務所の建物竣工

1960年（昭和35年5月） 航空大学校の訓練機の整備を開始

1963年（昭和38年11月） 運輸省航空局認定による装備品の修
理改造認定取得

1969年(昭和44年11月） 運輸省航空局認定による航空機の修
理改造認定取得

1978年（昭和53年9月） ボーイング社の747増産計画に合わせ
立川市の新立川航空機の構内に工場
開設

1982年（昭和57年2月） 米国ワシントン州に米国法人JAMCO 
America, INC.を設立

1988年（昭和63年11月） 株式を店頭公開

1989年（平成元年4月） 株式会社新潟ジャムコを設立

1990年（平成2年3月） 株式会社宮崎ジャムコを設立

1991 年（ 平成 3 年 5月） ボーイング社から777用ラバトリーを
受注

1992年（平成4年1月） 株式会社徳島ジャムコを設立

1997年（平成9年4月） 株式会社ジェイテックを設立（現、株式会社ジャムコエア
ロテック）

1998年（平成10年12月）東証市場第二部に上場。
公募増資後の資本金は53億59百万円

1999年（平成11年9月）株式会社オレンジジャムコを設立

2004年（平成16年7月）シンガポールに、JAMCO Aero Design & Engineering 
PTE LTD.を設立

2011年（平成23年6月）JAMCO Philippines, INC.を設立

2013年（平成25年1月）株式会社ジャムコエアロマニュファクチャリングを設立

2015年（平成27年3月）東証市場第一部に指定替え

2015年（平成27年6月）株式会社中条ジャムコを設立

2022年（令和4年4月） 東証プライム市場へ移行

1970年　	全日本空輸からボーイング727-200用、737用の
ギャレー、インサートを受注

売上高と従業員数のあゆみ
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■売上高　 	従業員数（百万円）

（年度）

（人）

2015年　	エアバス社からA350	ICE(Increased	
Cabin	Efficiency)リヤギャレーを受注

2018年　	KLMオランダ航空からボーイング787-
10向けにVentureシートを受注

2019年　	シンガポール航空ボーイング777向けの
ファーストクラスプレミアムシートを開発

N-62

B727
747-400

A350

767
A380

787

47,225百万円

2,579人

1965年　 
伊藤忠式N-62型機、運輸
省の型式証明を取得

1979年　
ボーイング社から767ラバ
トリーモジュール300機分
を受注

1986年  
ボ ー イング 社 から
747-400用ラバトリー
モジュールを受注

2005 年	 	国立環境研究所向けに航空機
搭載用温室効果ガス観測装置を
納入

2005年	 	ボーイング社から787用ギャ
レー、ラバトリーモジュール、フ
ライトデッキ（操縦室）の内装・
操縦室ドア及び周辺隔壁を受注
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JAMCO Vision 2030 へむけて イントロダクション 価値創造
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JAMCO Vision 2030に向けて
ジャムコグループは、2021 年度に中長期ビジョン「 JAMCO Vision 2030 」を策定しました。

JAMCO Vision 2030 は、｢ 技術と品質を翼に、快適で持続可能な未来へ ｣ をスローガンに、グループ全社の持続的な成長と

中長期的な企業価値向上を目的として、2030 年を視野に目指す成長の方向性を示したロードマップです。

2022 2025 2030

		グループ全体の課題を掘り起こし、デジタル技術活

用による課題解決に取り組む。

		業務改革プロセスのさらなる推進と収益基盤強化。

		HRX（戦略的DX人財育成）による、全役職者を対

象とした教育プログラムの施行。

		改善・改革テーマの実装が完了し、その検証作

業と新たな課題への取組み開始。

		人財リソース管理や人財開発運用の強化に重点

を置いた既存事業の改善、改革プロジェクト組

成と管理。

		JaaS※３ビジネスを実現する組織の立ち上げと

仕組みづくりの推進。

		改善・改革・変革の機運を企業文化として定着し、

横断的に変革を仕掛ける組織、人財を恒常的に排

出する仕組みをつくる。

		JaaSビジネスが定着・拡大していくための制度、

プロセスの見直しと組織形成へ。

		変革への取組みをグローバル化。

Always Fly Together
for a Sustainable World

技術と品質を翼に、
快適で持続可能な未来へ

JAMCO Vision 2030

JX2022 JX2025

JX2028

基礎課題解決期 変革始動期

変革拡大期

JAMCO Vision 2030では、経営理念、経営基本方針、

行動指針を礎とした経営戦略及び、その経営戦略を実現

するための「 2030 年のありたい姿 」と「アクションプラン

（ 行動計画 AP2030) 」を示しており、グループ全員で共

有・遂行しています。

AP2030は、①JX成長戦略の遂行（JAMCO Vision2030

に掲げた戦略を個別の施策へ具体化）、②SX※１推進プログ

ラムの実施（全社サステナビリティ課題対応）、③HRX※２プ

ログラムの推進（戦略的DX人財育成）を3 本柱として推進

※１ SX   : Sustainability Transformation の略。  
全社サステナビリティ課題対応

※2 HRX ： Human Resources Transformation の略。 　　　　　　　
戦略的 DX 人財育成

※３ JaaS ： （ JAMCO as a Service ）　　　　　　　　　　　　　　　 
当社が 2030 年に向かって確実に「 成長 」と「 進化 」を遂げな
がら JX を完遂するための実践として、さまざまなトランス
フォーメーションを実践しながら、当社の事業モデル変革を
実現し、モノづくりを通じた価値提供サービス企業となるた
めの取組みの名称であり、当社の造語です。

しています。

目指す姿への具体的取組みとして、自らが変革していく

経路をJAMCO Transformation「 JX 」と名付け、2030 年

までの3 段階に分けて実施しています。

当社グループは、航空業界を基軸に培ってきた技術と品

質を両翼に、先端技術とイノベーションによる進化でさらな

る事業領域の拡大を目指し、航空宇宙産業を通じた価値創

造企業グループとして、快適で持続可能な社会へ貢献し続

けてまいります。
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会社概要 /At a Glance

会社概要 At a Glance
会社名　　株式会社ジャムコ

本社　　　東京都立川市高松町1丁目100番地

創立　　　1955年9月 1日 伊藤忠航空整備株式会社創立

　　　　　1970年6月16日 新日本航空整備株式会社に商号変更

　　　　　1988年6月29日 株式会社ジャムコに商号変更

資本金　　5,359,893千円

主な株主　伊藤忠商事株式会社

　　　　　ANAホールディングス株式会社

　　　　　昭和飛行機工業株式会社

従業員　　2,579名（単体：1,106名）

（株）徳島ジャムコ

（株）宮崎ジャムコ

MRO Japan（株）

航空機整備事業部
機体整備工場

（株）ジャムコ エアロ
マニュファクチャリング

航空機内装品事業部
資材物流施設
新潟支所

（株）新潟ジャムコ
（株）中条ジャムコ

JAMCO 事業所・工場
JAMCO 子会社・関連会社

航空機器製造事業部
航空機整備事業部
部品整備工場（三鷹）

航空機整備事業部
部品整備工場（東松山）

航空機整備事業部
部品整備工場（成田）

（株）ジャムコ エアロテック

航空機整備事業部
営業部

本社
航空機内装品事業部

（株）オレンジジャムコ

伊丹支所

France
JAMCO Corporation
TOULOUSE BRANCH

Japan
JAMCO Corporation

Philippines
JAMCO PHILIPPINES, INC.

Singapore
JAMCO AERO DESIGN & ENGINEERING PTE LTD.

United States
JAMCO AMERICA, INC.

■  ジャムコグループ拠点一覧

47,225百万円

営業利益

経常利益

ROE（自己資本当期純利益率）

親会社株主に帰属する当期純利益

取扱い製品世界シェア

 財務情報（ 連結 ）

 非財務情報（ 特記以外は単体 ）

従業員数

管理職に占める
女性管理職の割合

（2030年度までに10％以上）

男性労働者の
育児休業取得率

内装品関連耐空証明関係資格者数

整備関係資格取得者数

※ FAA A＆P license：米国連邦航空局が認定する航空整備士ライセンス。

※  連結 2,579名

※1　FAA（ Federal Aviation Administration）: 米国連邦航空局
※2　CAAS（Civil Aviation Authority of Singapore）：シンガポール航空局
※3　EASA（Europian Aviation Safety Agency）：欧州航空安全庁
※ 航空機内装品等製造関連子会社を含む

FAA※１ 14名

CAAS※2 2名

EASA※3 6名

国土交通省航空局 3名

日本 72件

外国 57件

非破壊検査の有資格者数 特許保有数 研究開発投資額

売上高

（2023年３月31日現在）（2023年３月31日現在）

1,733百万円

1,127百万円 2,174百万円

852百万円

18.3％

約40％ 約50％

1,106名

3.3％ 55.3％

39名

161名

82名

19名

25名

17名

4名

56名

操縦関係資格　4名

4

123名 129件

一等航空整備士

航空整備士

二等航空整備士

航空工場整備士

航空運行整備士

FAA A＆P license※

総数

221名

航空無線通信士

航空機ギャレー 航空機ラバトリー

認証機関 資格取得者数

※中大型旅客機（当社調べ）
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